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（対GDP比％）（兆ドル） 図表１ 米国の財政赤字

財政収支

対GDP（右目盛）

（CBO見通し）

（資料）米議会予算局（CBO）「2014長期財政見通し」（14年7月）
(注)連邦政府予算は、オン・バジェット（一般会計に該当）とオフ・バジェット（社会保障信託基金や郵便事
業など政府予算から除外される特別会計）に大別されるが、ここでは両方を合算した統合予算（ユニファイ

ド・バジェット）を示している。なお、CBO見通しはベースライン推計値。

（年度）

14年度

4,920億ドル

（2.8％）

15年度

4,690億ドル

（2.6％）

米国の長期財政見通し 

～中間選挙後の米議会で財政問題が再浮上へ～ 

木村 俊文 
 
要旨 

 
  

米国の財政状況は、短期的には改善するものの、高齢化を背景とした「医療関連」や「社

会保障」の支払額が増えるのに加え、債務残高の増加により「国債の利払い費」が増大する

ことから、長期的には悪化すると予測されている。 

13 年末の財政合意以降、超党派による財政をめぐる議論は中断しているが、今年 11 月

の中間選挙が終了すれば、債務上限の不適用期限が15年3月に迫ることもあるため、米議

会では財政問題が再浮上することになると思われる。 

 

はじめに 

米議会予算局（CBO）は 7月 15 日、2014

年度の「長期財政見通し」を公表した。

毎年公表されるこの報告書には、向こう

75 年間（今回は 14 年度～89 年度）にわ

たる米国の歳入および歳出の見通しが示

されている。 

以下では、本報告書で示された財政見

通しを概観するとともに、今後の課題や

注目点を考えてみたい。 

 

短期改善・長期悪

化の財政状況 

米国の財政収支

は、リーマン・ショ

ック後の景気後退

を受けて、09 年度

から 4 年連続で 1

兆ドル超と未曾有

の赤字規模であっ

た。 

米国の経済規模

と比較すると、とく

に 09 年度の財政赤

字（対 GDP 比、以下同じ）は 9.8％と、

第二次世界大戦末期の 1945 年度（20.8％）

以来の高水準に悪化した。 

オバマ大統領は 09 年の就任直後に「13

年までに財政赤字を半減させる」との公

約を掲げたが、実際に財政赤字は 13 年度

に 4.1％に縮小し、目標どおり公約を達

成した。 

さて、今回の長期財政見通しによれば、

短期的には 14 年度から 15 年度にかけて

財政赤字は縮小する（図表 1）。14 年度は

今月の焦点 
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歳入が 17.6％と前年度

（16.7％）から増加する

のに対して、歳出は

20.4％と前年度（20.8％）

から減少するため、財政

赤字は 2.8％と前年度

（4.1％）に比べ 1.3 ポ

イント改善し、過去 40

年平均（3.1％）を下回

る見通しである。さらに

15 年度も同様の傾向が

続くことから、財政赤字

は 2.6％まで縮小する見通しとなってい

る。 

こうした財政状況改善の要因には、①

景気回復に伴う税収増（個人所得税およ

び法人税）のほか、②企業向け投資減税

や失業保険給付の拡充策など景気下支え

のために継続実施してきた措置が 13 年

末に終了したことによる歳入増と歳出減、

③強制歳出削減（21 年度まで歳出を総額

1.2 兆ドル削減することを連邦政府に義

務づける制度）が 13 年 3月から開始され

たことによる歳出抑制効果などが挙げら

れる。 

しかし、財政赤字は、金利がそれまで

の異例の低水準から上昇することを受け

て国債の利払い費が増えるほか、医療関

連費が増加するため、16年度から再び拡

大に転じる。その後も高齢化を背景に医

療や社会保障関連の支払額が増えるのに

加え、債務残高が増加する影響で国債の

利払い費が増大することから、長期的に

は拡大（29 年度：5.1％、39 年度：6.4％）

する見通しである。 

また、リーマン・ショック前に比べほ

ぼ倍増した連邦政府の対外債務残高（08

年度：39.3％→13年度：72.1％）も、向

こう 3 年程度は財政状況改善を受け一時

的に縮小するものの 18 年度からは再び

拡大し、39 年度には第二次世界大戦直後

の1946年度と同じ106％に達する見通し

となっている（図表 2）。 

 

歳出を押し上げる 3 つの要因 

このように米国の財政状況は、短期的

には改善するものの、歳出が歳入を上回

る不均衡な状態が年を追うごとに拡大す

るため、長期的には悪化すると予測され

ている。 

ちなみに、歳出は 14 年度の 20.4％か

ら 39年度には 31.4％と 11.0ポイント拡

大するのに対し、この間の歳入は 17.4％

から 18.0％とわずか0.6ポイントの伸び

にとどまる。なお、歳入は個人所得税に

依存した構造となっているのが特徴であ

る（図表 3）。 

一方、歳出の内訳に注目すると、前述

した 3 つの要因、すなわち高齢化を背景

とした「医療関連」や「社会保障」の支

払額が増えるのに加え、債務残高の増加

により「国債の利払い費」が増大する影

響が大きい（図表 4）。 

なかでも、先行き著しい支出増が見込
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（対GDP比％） 図表２ 米国の対外債務残高

（CBO見通し）

（資料）図表1に同じ

（年度）
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まれる医療関連につ

いては、高齢化の影響

に加えて 10 年 3 月に

成立した医療保険制

度改革（オバマケア）

を受けて国民一人当

たりの費用が増大す

るため、14 年度の

4.5％から 39 年度に

は 8.0％とほぼ倍増

する。 

これとは対照的に、

医療、社会保障、国債

利払い以外の歳出は、

39 年度に 6.8％と景

気対策で多額の財政

出動となった 09 年度

（13.7％）に比べ半減

する。 

以上のとおり、医療

や社会保障に関する

現行の法律が変わら

ない限り、財政負担は

将来にわたって着実に膨張する。 

したがって、持続可能な財政運営にす

るために、①歳出を減らすか、②あるい

は歳入を増やすか、③もしくはそれらを

組み合わせるかして、財政健全化を図る

ことが求められる。 

ただし、歳出削減や増税を急ぐと、こ

こ数年の景気回復を弱めることになる一

方、議論が進まず財政状況が一段と悪化

すれば将来どこかの時点において国債価

格の下落を招く恐れもあるため、財政改

革とその実施は慎重に進める必要がある

だろう。 

 

中間選挙後の財政協議に注目 

米国では、今年 11 月 4日に中間選挙が

行われる。米議会は前回の中間選挙（10

年 11 月）以降、オバマ大統領の出身母体

である与党・民主党が上院では多数党を

維持しつつも、下院は野党・共和党が過

半を占めており、こうした議会の「ねじ

れ状態」を民主党が解消できるのかが焦

点の一つとなっている。 

しかし、オバマケアや外交・安全保障

面への評価が低いことを背景にオバマ政

権に対する支持率が低迷している（図表

5）ほか、前回の中間選挙以降、下院の小

選挙区の区割りが共和党に有利になるよ
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（対GDP比％） 図表３ 米国の歳入内訳

（資料）図表1に同じ
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う調整されたこと

に加え、過去の例で

は中間選挙は野党

に有利な結果とな

ることが多いこと

もあり、上下両院で

民主党が議席数を

減らすとの見方が

大勢となっている。 

一方、共和党も保

守派のティー・パー

ティー（茶会派）の

台頭に引きずられ強硬姿勢をとった結果、

政府機関が一時閉鎖する事態（13 年 10

月）となったことを受け支持率が大きく

低下した反省から、大企業・富裕層中心

ではなく中間層・貧困層を重視した路線

に修正して選挙戦を展開している。 

たとえば、ライアン下院予算委員長は

7月 24 日に、低所得者向けの食料購入補

助制度（フードスタンプ）や住宅支援制

度などを統合した貧困対策の改革案を発

表した。また、子育て世代への支援強化

や高失業率地域での減税措置などを主張

する上院議員もあり、共和党は「弱者へ

の配慮」を訴求した複数の政策を提案し

ている。 

ただし、富の再分配を好まず「小さな

政府」を志向する共和党は、これまで財

政健全化の考え方として、医療・社会保

障等の歳出削減を図るべきと主張して、

増税には断固反対する姿勢を取ってきた。

同党は今回の選挙戦でイメージチェンジ

を図るため、民主党寄りとも言える弱者

対策を打ち出したものの、対策実施に必

要な財源をいかに確保するかなどは不明

確であり、実現可能性はまだ低いと思わ

れる。 

 

おわりに 

こうしたなか、中間選挙における両党

の公認候補を決める予備選挙が 9 月 9 日

に終了した。今後は 11月の本選に向けて

与野党の候補者による選挙戦が激化する

とみられる。ただし、政治日程を考慮す

ると、財政健全化の議論が再び取りざた

されるのは中間選挙以降になると見込ま

れる。 

13 年末の財政合意以降、超党派による

財政をめぐる議論は中断しているが、中

長期的な財政再建が重要課題であること

には変わりなく、さらに債務上限の不適

用期限が15年3月に迫ることもあるため、

中間選挙後の米議会では財政問題が再浮

上し、審議の行方に注目が集まることに

なるだろう。       

（14.9.17 現在） 
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図表５ オバマ大統領の支持率
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